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緊急経済対策について
• 政府の「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」の支援施
策を一覧にまとめた。

• 方針が決定したばかりであり、まだ詳細が固まっていない対
策もあるため、現時点でわかる範囲内で主要なもののみを中
心にまとめている。

• 2月13日と3月10日に2回緊急対応策を実施しているが、そ
れらの対策も含めた上で、予算額は2020年度補正予算に計
上している金額を記載した。

• 細かい情報が整わず、施策名のみとなっている支援施策もあ
るが、詳細な情報を入手次第追加をし、データを差し替える
予定である。

• なお、システム内の補助金・施策データでも検索・閲覧でき
るよう対応しているので、さらに細かい情報を確認したい場
合は、補助金・施策データを活用いただきたい。

緊急経済対策の支援施策概要 2020/4/9
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緊急経済対策支援施策の活用事例

給与世帯

30万円 20万円 ６0万円

中小事業者

200万円 ～1億円 8,330円

生活支援
臨時給付金

緊急小口資金 総合支援資金

20万円×3ヶ月

持続化給付金

フリーランス

110万円 1万円 8.2万円

3つの制度を
活用

小学校休業等
対応支援金

4,100円×20日

個人事業主

100万円 ～3千万

持続化給付金子育て世帯
臨時特別給付金

人数×休業日数

無利子無担保
融資

雇用調整助成金
特例

月単位

＊ 各ケースとも収入や売上げが給付や助成、融資等の条件を全て満たしている事を前提に日本みらい研で試算した数字です。条件により上記とは異なる結果となる場合もあることをご了承下さい。

無利子無担保
融資

8.2万円

小学校休業等
対応支援金

4,100円×20日の例給付金・小口資金
支援資金の合計

例：年収300万円、子ども1人

例：年収500万円、子ども2人

例：年間売上3,000万円

例：年間売上2億円、従業員5名

2万円
月単位

子育て世帯
臨時特別給付金

100万円

テレワーク
機器導入助成金
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支援項目 支援対象 支援施策 施策内容 予算額 期間 備考 申請方法 所管

生活支援 世帯単位 生活支援臨時給付金 収入減世帯に30万円 4兆0.205.8億円 総務省

子育て支援 児童手当受給世帯 子育て世帯臨時特別給付金 子供1人につき1万円 1,653.7億円 内閣府

休業資金（償還免除あ
り） 個人事業主・休校影響世帯生活福祉資金貸付制度特例（緊急小口資金） 休業・収入減少に20万円 3/25～ 無利子無保証、償還2年以内（償還免除あり）、緊

急かつ一時的に生計の維持が困難 市区町村の社会福祉協議会 厚労省

休業資金（償還免除あ
り） その他の世帯 生活福祉資金貸付制度特例（緊急小口資金） 休業・収入減少に10万円 3/25～ 無利子無保証、償還2年以内（償還免除あり）、緊

急かつ一時的に生計の維持が困難 市区町村の社会福祉協議会 厚労省

失業等資金（償還免除
あり） 2人以上世帯 生活福祉資金貸付制度特例（総合支援資金・

生活支援費） 失業・収入減少に月20万円最大3ヶ月分 3/25～ 無利子無保証、償還10年以内（償還免除あり）、
生活再建までの間に必要な生活費用 市区町村の社会福祉協議会 厚労省

失業等資金（償還免除
あり） 単身世帯 生活福祉資金貸付制度特例（総合支援資金・

生活支援費） 失業・収入減少に月15万円最大3ヶ月分 3/25～ 無利子無保証、償還10年以内（償還免除あり）、
生活再建までの間に必要な生活費用 市区町村の社会福祉協議会 厚労省

休校措置対策 事業主→サラリーマン・
パート

新型コロナウイルス感染症による小学校休業
等対応助成金（休業中の給与手当） 助成率10/10（1人１日8,330円が上限） 2/27～ 有給休暇を取得した対象労働者に支払った賃金相当

額×10/10（1日8,330円が上限）
学校等休業助成金・支援金
受付センター 厚労省

休校措置対策 個人事業主・フリーラン
ス

新型コロナウイルス感染症による小学校休業
等対応支援金（休業補償） 1日4,100円（定額） 2/27～ 4,100円×休校で就業できなかった日 学校等休業助成金・支援金

受付センター 厚労省

休校措置対策 保護者 給食費 給食費の返還 212.0億円 文科省

休校措置対策 保護者 修学旅行中止等の追加費用支援 修学旅行の中止・延期によるキャンセル料等 6.0億円 文科省

休校措置対策 保護者 臨時休業に伴う企業主導型ベビーシッター利
用者支援事業

厚生年金適用事業所の労働者に加えて、フ
リーランス等も対象に追加 3.2億円 内閣府

359.0億円

1,673.0億円

生活者支援の関連施策 2020/4/9
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支援項目 支援対象 支援施策 施策内容 予算額 期間 備考 申請方法 所管

事業者支援 法人 持続化給付金 200万円上限に給付 売上前年同月比50％以上減少、給付額は前年度総
売上-（売上減少月×12ヶ月分）で計算 中小企業庁

事業者支援 個人事業主・フリーラン
ス 持続化給付金 100万円上限に給付 売上前年同月比50％以上減少、給付額は前年度総

売上-（売上減少月×12ヶ月分）で計算 中小企業庁

事業者支援 中小・小規模事業者 中小企業生産性革命推進事業特別枠創設（も
のづくり補助金） 1,000万円（1/2から2/3へ引上げ） 新型コロナウイルスの影響を乗り越えるためが条件 中小企業庁

事業者支援 中小・小規模事業者 中小企業生産性革命推進事業特別枠創設（持
続化補助金） 100万円（50万円から引上げ、2/3） 新型コロナウイルスの影響を乗り越えるためが条件 中小企業庁

事業者支援 中小・小規模事業者 中小企業生産性革命推進事業特別枠創設（IT
導入補助金） 30万～450万円（1/2から2/3へ引上げ） 新型コロナウイルスの影響を乗り越えるためが条件 中小企業庁

事業者支援 買い手 経営資源引継補助金・事業再編支援事業 200万円を上限に2/3を補助 仲介手数料等が補助対象 中小企業庁

事業者支援 売り手 経営資源引継補助金・事業再編支援事業 650万円を上限に2/3を補助 仲介手数料及び既存事業の廃棄費用が対象 中小企業庁

事業者支援 中小企業 働き方改革推進支援助成金（テレワークコー
ス）

テレワーク機器の導入に100万円を上限に
1/2を補助 テレワーク実施労働者が1人以上いること 厚労省

事業者支援 中小企業 働き方改革推進支援助成金（職場意識改善特
例コース）

休暇取得促進の環境整備に50万円を上限に
3/4を補助

新型コロナウイルスの対応として労働者が利用でき
る特別休暇の規定を整備 厚労省

事業者支援 大企業 雇用調整助成金特例措置 助成率2/3（1人8,330円が上限） 4/1～ 新型コロナウイルスの影響売上5％以上減少 厚労省

事業者支援 大企業 雇用調整助成金特例措置 助成率3/4（1人8,330円が上限）解雇しな
い 4/1～ 新型コロナウイルスの影響売上5％以上減少 厚労省

事業者支援 中小企業 雇用調整助成金特例措置 助成率4/5（1人8,330円が上限） 4/1～ 新型コロナウイルスの影響売上5％以上減少 厚労省

事業者支援 中小企業 雇用調整助成金特例措置 助成率9/10（1人8,330円が上限）解雇し
ない 4/1～ 新型コロナウイルスの影響売上5％以上減少 厚労省

2兆3,176.0億円

700.0億円

100.0億円

8,330.0億円

10.0億円

事業者支援の関連施策 2020/4/9
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支援項目 支援対象 支援施策 施策内容 予算額 期間 備考 申請方法 所管

資金繰り 中小事業 公庫実質無利子無担保融資（別枠） 3億円（1億円まで金利3年間0.9%減） 1/29～ 売上5%以上減少 日本政策金融公庫 中小企業庁

資金繰り 国民事業 公庫実質無利子無担保融資（別枠） 6,000万円（3,000万円まで金利3年間
0.9%減） 1/29～ 売上5%以上減少 日本政策金融公庫 中小企業庁

資金繰り 個人事業主 特別利子補給制度 実質無利子（別枠のうち3,000万円まで3年
間利子補給で無利子） 1/29～ 要件なし 日本政策金融公庫 中小企業庁

資金繰り 小規模事業者 特別利子補給制度 実質無利子（別枠のうち3,000万円まで3年
間利子補給で無利子） 1/29～ 売上15%以上減少、業種・従業員数指定あり 日本政策金融公庫 中小企業庁

資金繰り 中小事業者 特別利子補給制度 実質無利子（別枠のうち1億円まで3年間利
子補給で無利子） 1/29～ 売上20%以上減少 日本政策金融公庫 中小企業庁

資金繰り 小規模事業者 小規模事業者経営改善資金拡充（マル経融
資）

特別枠として1,000万円（金利3年間0.9%
減） 29.0億円 日本政策金融公庫 中小企業庁

資金繰り セーフティネット保証4
号、5号、危機関連保証 民間金融機関を通じた資金繰り支援 保証料０、実質無利子化・借換保証 2兆7,014.0億円 保証協会 金融庁・中小

企業庁

資金繰り 全都道府県対象 セーフティネット保証4号 別枠で2.8億円まで100%保証 1/29～ 売上20%以上減少 保証協会 金融庁・中小
企業庁

資金繰り 指定業種（5088業種） セーフティネット保証5号 別枠で2.8億円まで80%保証 1/29～ 売上5%以上減少 保証協会 金融庁・中小
企業庁

資金繰り 中小企業・小規模事業者 危機関連保証 別枠で2.8億円まで100%保証 1/29～ 売上15%以上減少 保証協会 金融庁・中小
企業庁

資金繰り 生活衛生関係営業者 生活衛生関係営業者への資金繰り支援拡充 設備資金・運転資金に別枠で6,000万円を基
準利率を0.9%減（3,000万円までは3年間

売上5%減少、利子補給分は個人事業主は要件な
し・法人小規模事業者15%減・中小企業20%減 日本政策金融公庫 厚労省

資金繰り 生活衛生関係小規模事業
者 生活衛生関係営業者への資金繰り支援拡充 設備資金・運転資金に別枠で1,000万円を基

準利率を0.9%減 売上5%減少 日本政策金融公庫 厚労省

資金繰り 医療関係施設事業者 医療・福祉事業者資金繰り支援拡充 病院3億円、老健・介護施設1億円、診療所
等4,000万円まで無担保、1億円まで5年無

新型コロナウイルスで事業停止・縮小等（無利子無
担保等危機対応融資） 福祉医療機構 厚労省

資金繰り 福祉関係施設事業者 医療・福祉事業者資金繰り支援拡充 6,000万円まで無担保、3,000万円まで無利
子、3,000万円超は0.2%

新型コロナウイルスで事業停止・縮小等（無利子無
担保等危機対応融資） 福祉医療機構 厚労省

資金繰り 農林漁業者 農林漁業者向け資金繰り支援拡充 実質無利子化・無担保化等 農水省

資金繰り 中堅外食事業者・中小食
品流通事業者

中堅外食事業者・中小食品流通事業者信用力
強化 債務保証に必要な資金を支援 農水省

資金繰り 航空会社 航空会社に対する危機対応融資等 国交省

資金繰り 金融機関等への要請事項 信用情報に対する柔軟な取扱 金融庁

1兆0,442.0億円

298.0億円

41.0億円

294.0億円

資金繰り対策支援施策 2020/4/9
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支援項目 支援対象 支援施策 施策内容 予算額 期間 備考 申請方法 所管

感染防止 介護施設・保育所 マスク、消毒用エタノール等の物資の確保 2,000万枚 布 厚労省

感染防止 医療機関 マスク、消毒用エタノール等の物資の確保 1,500万枚 医療用マスク 厚労省

感染防止 世帯単位 布製マスク配布 １世帯２枚の布マスクを配布 感染者の多い地域から順次実施 厚労省

感染防止 製造事業者 マスク生産設備導入補助事業 製造ライン毎に3,000万円上限（中小企業
3/4、大企業2/3） 4.5億円 令和元年予備費 経産省

感染防止 製造事業者 マスク・アルコール消毒液等生産設備導入補
助事業

製造ライン毎に3,000万円上限（中小企業
3/4、大企業2/3） 29.1億円 経産省

感染防止 製造業者 アビガン・人工呼吸器等生産の設備整備事業 10/10を補助（国からの増産要請に応じた
場合） 87.7億円 経産省

感染防止 製造業者 人工呼吸器の確保 国が必要な量を確保 265.0億円 厚労省

感染防止 AMED AMEDにおける治療薬・ワクチン開発の加速 200.0億円 内閣府・文科
省・厚労省

感染防止 大学・企業等 ウイルス等感染症対策技術の開発 委託：定額、補助2/3 110.0億円 AMED

感染防止 ワクチン・治療薬の開発促進 厚労省

感染防止 既存治療薬の治療効果・安全性等検討 厚労省

感染防止 治療薬・ワクチン開発のデータ連携基盤の構
築 370.0億円 内閣府

感染防止 検査体制強化・公費補助 保険負担・全額公費助成 49.0億円 3/6～ PCR検査 厚労省

感染防止 新たな検査法確立研究基盤強化 64.0億円 文科省

医療体制 新型コロナウイルス感染病緊急包括支援交付
金

受入病床の確保等の医療提供体制整備への都
道府県の取組を包括的に支援 1,490.0億円 厚労省

医療体制 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時
交付金 1兆0,000.0億円 内閣府

医療体制 感染症患者入院医療費の公費負担 188.0億円 厚労省

医療体制 遠隔健康相談事業体制強化事業 13.0億円 経産省

感染防止 ゲノム解析体制整備 厚労省

医療体制 オンライン診療・電話診療の拡充 厚労省

医療体制 病院船活用検討 0.7億円 内閣府・厚労
省・国交症・

1,838.0億円

275.0億円

感染防止・医療体制関連支援施策 2020/4/9
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支援項目 支援対象 支援施策 施策内容 予算額 期間 備考 申請方法 所管

事業支援 中小企業 地域企業再起支援事業 地方公共団体が地域の必要不可欠な中小企業
を支援するための取組 200.0億円 地方公共団体の取組に準じる 中小企業庁

事業支援 中堅・中小企業 ハンズオン支援 JETROの相談対応・情報提供業務の強化等 10.0億円 経産省

事業支援 中小企業・小規模事業者 JAPANブランド育成支援等事業 事業者支援型は500万円を上限、支援事業型
は2,000万円を上限に各々2/3を補助 15.0億円 中小企業庁

事業支援 中小・小規模事業者等 中小企業再生支援協議会による事業再生・経
営改善支援

中小企業再生支援協議会による事業再生・経
営改善 80.0億円 中小企業庁

事業支援 中小・小規模事業者 新型コロナの影響を受ける中小・小規模事業
者向け経営相談体制強化事業 経営相談体制・専門家派遣体制の強化 20.0億円 中小企業庁

サプライチェーン 民間企業等 サプライチェーン対策のための国内投資促進
事業費補助金

生産拠点の国内移転・製品等の内製化のため
の生産拠点整備等を支援 2,200.0億円 経産省

サプライチェーン 民間企業等 海外サプライチェーン多元化等支援事業 サプライチェーンの多元化に向けた取組を支
援 235.0億円 経産省

サプライチェーン 民間企業等 サプライチェーン強靱化に資する技術開発・
実証

サプライチェーン強靭化に向けた技術開発・
実証を支援 30.0億円 経産省

デジタル化推進 民間IT専門家 中小企業デジタル化応援対事業 IT専門家がECサイト構築やテレワーク導入
相談等の支援サービスを中小企業に提供した 100.0億円 経産省

デジタル化推進 民間団体等 地域でのキャッシュレス導入支援事業 地域で一体的にキャッシュレス決済を導入す
る際の端末やソフトウェア関連・キャンペー 10.0億円 経産省

デジタル化推進 決済事業者・中小・小規
模事業者 キャッシュレス・消費者還元事業 消費者への還元、中小・小規模事業者の決済

端末2/3補助・決済手数料のうち3.25%まで 755.0億円 経産省

デジタル化推進 学校・民間企業等→消費
者

EdTech導入実証・遠隔教育・在宅教育普及
促進事業 30.0億円 経産省

デジタル化推進 地方自治体・電気通信事
業者等

在宅学習・在宅勤務・オンライン診療等を後
押しする情報通信ネットワークの整備 30.３億円 総務省

デジタル化推進 企業・地方自治体 企業及び地方自治体によるテレワーク導入の
促進 3.5億円 総務省

デジタル化推進 コンビニ交付システム マイナンバーカードを活用した住民票の写し
等のコンビニ交付の推進 17.0億円 総務省

デジタル化推進 大学・高等学校・専修学
校 大学等における遠隔授業環境構築 27.0億円 文科省

デジタル化推進 GIGAスクール構想 2,292.0億円 文科省
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その他 地域経済見える化システム開発による地域再
活性化支援事業 7.6億円 内閣府

その他 自動車税・軽自動車税環境性能割臨時軽減の
延長 248.8億円 経産省・総務

省

その他 中小企業・小規模事業者 テレワーク等のデジタル化投資の促進(中小
企業経営強化税制の拡充) 税制

その他 農業及び水産業労働力確保緊急支援事業

その他 スマート農業の導入・実証

その他 文化関係団体・芸術家アートキャラバン

その他 飲食店等高機能換気設備等導入支援

その他 東京オリ・パラ大会延期を踏まえたホストタ
ウン支援

その他 DBJ新型コロナリバイバル成長基盤強化ファ
ンドの創設

その他 放課後児童クラブ等 小学校の臨時休業に伴う放課後児童クラブ等
の対応にかかる財政支援 追加運営費用の全額国費負担 165.4億円 内閣府

その他 コンテンツグローバル需要創出促進事業 民間企業等に1/2を補助 878.0億円 日本のコンテンツの海外展開のためのプロモーショ
ン支援

経産省・文化
庁

その他 放送コンテンツ活用した海外情報発信事業 日本の現状や魅力を伝える番組を世界に広く
集中的に発信 8.7億円 地域経済反転攻勢のための環境整備 総務省

その他 Go Toキャンペーン事業（Go To Travel） 旅行業者等経由の旅行商品購入消費者に1/2
相当のクーポン券付与（2万円上限/泊） 国が割引分等を民間補助事業者を通じて負担 経産省・観光

庁・農水省

その他 Go Toキャンペーン事業（Go To Eat） オンライン予約経由消費者に最大1,000円の
ポイント付与、2割相当のプレミアム食事券 国が割引分等を民間補助事業者を通じて負担 経産省・観光

庁・農水省

その他 Go Toキャンペーン事業（Go To Event） チケット会社経由チケット購入者に2割相当
の割引・クーポン券付与 国が割引分等を民間補助事業者を通じて負担 経産省・観光

庁・農水省

その他 Go Toキャンペーン事業（Go To 商店街） 商店街等のキャンペーン 国が民間補助事業者を通じて、支援経費を負担 経産省・観光
庁・農水省

1兆6,794.0億円
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